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【論　文】

精神科病院と地域事業所の実践を統合した

精神障害者地域移行・地域定着支援プログラム

モデル形成に向けた「効果的援助要素」の検討

――グッドプラクティス事例の分析から――

高野　悟史＊，大島　巌＊＊，贄川　信幸＊＊＊，中越　章乃＊＊＊＊

要旨：本研究は，日本の精神科長期入院の課題に対して開発された，地域の支援機関が中心

となって行う「退院促進支援プログラム」を，精神科病院の取り組みも盛り込み，協働して取

り組むプログラムモデルの効果的援助要素を帰納的に抽出することを目的とした．地域移行

支援の個別給付化以前から地域事業所と協働していた効果的な実践をグッドプラクティスと

して選定した全国 13の精神科病院で退院支援にかかわる担当者 32名へ半構造化面接により

データを得て，内容分析を行った．その結果，従来の退院促進支援プログラムに，6つの効果

的援助要素が新しく創設され，10の効果的援助要素で下位要素が追記され，6つの効果的援

助要素で精神科病院も行う活動として下位要素が統合された．本結果は，「精神障害にも対応

した包括的ケアシステム」が目指す，関係者等が協働した重層的な実践に対して具体的な示唆

をもたらす可能性を示した．
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I. 本研究の背景と目的
日本の精神保健医療福祉施策は，2004（平成 16）年に「精神保健医療福祉の改革ビジョン」

で「入院医療中心から地域生活中心へ」と方針を示して，受け入れが整えば精神科病院（以下，

病院）から退院可能な精神障害者の入院者約 7万人の 10年後の解消を目指した．そして，大阪

府（2007）の取り組みを参考に 2003（平成 17）年より「精神障害者退院促進支援事業（以下，

退院促進支援事業）」を開始した．

しかし，退院促進支援事業は関係者が合意できるゴールや，ゴール達成のための具体的な活動

は，事業要綱に盛り込まれなかった．また，巣立ち会モデル（田尾ら 2008）のようなグッドプ

ラクティス（以下，GP）事例の取り組みの要素も要綱に盛り込まれなかった．

この状況に対して大島ら（2009）は，ゴールを可視化し，退院意欲喚起のためのピアサポー

ターによる病院訪問等の GP 事例の取り組みを反映させた「精神障害者退院促進支援プログラ
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ム」を開発した．このプログラムは，全国 18事業所を対象とした多施設共同単一群介入研究に

より，退院率を高める効果があることが確認された（道明・大島 2011）．また，ゴール達成に必

要な取り組みをまとめた「効果的援助要素」（Bond et al. 2000；大島 2010）を同定した．以降

ではこのプログラムを，効果が確認され，プログラム・ゴールと効果的援助要素が明確にされた

「効果モデル」と記載する．

効果モデルの開発・効果検証とほぼ同時期に，退院促進支援事業は障害者自立支援法（現，障

害者総合支援法）による，利用者の契約を前提とした地域移行支援・地域定着支援の個別給付に

位置付けられた．それにより，これらの支援の対象はサービス利用希望のある入院患者に限定さ

れた．すなわち，効果モデルに位置付けていた，地域事業所からピアサポーターと病院へ訪問す

る退院への意欲喚起と関係づくりなどの活動は，サービスの対象から外れてニーズのある長期入

院者にサービスが届きにくくなった．

ところで，効果モデルは，地域事業所が主体となるプログラムであったが，効果検証の協力機

関のなかには，病院と積極的に協働して効果をあげる事業所もあった（田尾ら 2008）．しかし，

どのような病院と地域事業所の協働した取り組みが長期入院の課題解決に有効であるのかを，効

果的援助要素のような形で可視化したものは見当たらない．

その後，国は政策として 2017（平成 29）年に「これからの精神保健医療福祉のあり方に関す

る検討会」報告書で示された「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」（以下，にも包括）

の構築を目指した．そこでは，長期入院者の退院意欲の喚起やピアサポートの必要性等が指摘さ

れた．また，保健・医療・福祉関係者（以下，関係者等）間が協議の場を介した連携による重層

的な支援体制の構築を目指すことが示された．2024（令和 6）年には，「にも包括」の構築推進

事業の必須項目として「協議の場」の設置が各自治体に位置付けられたが，既存の精神保健医療

福祉のネットワークを基盤としているものが多く，精神科病院長期入院者の地域移行を推進させ

る制度の変遷を現場で具体的に活用するためには，関係者等のより一層の体系的な切れ目のない

協働が求められている（厚生労働省 2025a）．

2024（令和 6）年の同時報酬改定により，医療報酬では精神科入退院支援加算等による包括的

支援ケアマネジメントの推進が，障害福祉サービス等報酬では，地域生活支援拠点等の拠点コー

ディネーターの配置，ピアサポートの実施，医療と福祉等による切れ目ない支援がそれぞれ評価

された．また，2025（令和 7）年の精神保健福祉法改正では，医療保護入者等へ地域援助事業者

の紹介が義務付けられた．加えて，入院者訪問支援事業が開始された．

精神科病院の長期入院を予防して，地域移行を進めるための施策は打ち出されているが，地域

における支援体制構築が難航していることが，医療保護入院者の入院長期化の精神症状以外の要

因の一つと指摘されている（厚生労働省 2025b）．そして，現在も「にも包括」が推進する病院

と地域事業所等が協働する地域移行の効果的な実践については，効果的援助要素のような提示は

されていない．

そこで本研究では，「にも包括」が提示される以前から，退院促進支援事業を中心に現場で地域

事業所と協働して取り組んでいた病院の効果的な実践を本研究の GP事例とし，効果的援助要素

を予備的に明らかにすることを目的とする．

本研究は，2012年から 2013年に行われた調査データに基づくものであるが，個別給付化以

前から病院と地域事業所が協働していた GP 事例の効果的援助要素を示すことは，「にも包括」
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が示す関係者等が協働する重層的な実践に有益な情報をもたらすことが期待される．

なお，本稿でプログラムとは，社会問題の緩和や社会状況の改善のために設計された組織的，

計画的かつ継続している取り組みを指す（Rossi et al. = 2005）．

II. 方法
1. 対象

本研究は，①効果モデル開発・介入研究の対象事業所と協働して長期入院の課題に取り組んだ

病院（7病院），②キー・インフォーマントの紹介により，地域事業所と積極的に協働しているこ

とが確認できている病院（6病院）の計 13病院を GP事例に選定した．①の対象は，地域事業

所に病院の紹介を依頼し，研究者より病院の担当者に本研究の趣旨を説明し協力を求めた．

なお，本研究は，病院と地域事業所とが協働した取り組みを明らかにすることを目的とするた

め，可能な限り，協働する地域事業所と病院の担当者が同席の形での面接実施とした．そのため，

②の対象病院には，協働している地域事業所の紹介を依頼し，研究者より地域事業所の担当者に

本研究の趣旨を説明し協力を求めた．

2. データ収集

2012年 12月から 2013年 3月の期間に，対象病院およびその病院と協働して長期入院者の

退院支援に従事した実践家を対象に半構造化面接を行った．被面接者の人数に応じて，個別また

はグループの形式で対応できるようにした．

面接では，効果モデルをもとにインタビューガイドを作成して説明をしたうえで，個別給付化

以降の地域移行・地域定着に関して病院が行う支援の理念，目的，組織体制，個別の取り組みを

聴取した．また，地域事業所等との連携を進めるうえでの障壁と，それを乗り越えるための創意

工夫を聴取した．面接の発言は ICレコーダーに録音した．

3. 分析方法

面接での発言を，Krippendorff（=1984）を参照し，内容分析を行った．ICレコーダーの録

音データから逐語録を作成し，それらを文脈の意味ごとに切片化した．切片化されたデータは，

効果モデルの効果的援助要素（大島 2012）を対比して該当するコードを付し，効果モデルの効

果的援助要素にはない特徴的な実践にはN（New）のコードを付した，各コード内で類似性に基

づきカテゴリ化し，効果モデルと同様の場合は〈統合〉，効果モデルにはない下位要素は〈追記〉

とした．N のコードが付された下位要素が効果モデルの効果的援助要素では表せられない場合

は，新しい効果的援助要素〈新規〉として抽出した．

内容分析は，長期入院者の退院支援に携わった経験のある筆頭著者と，共著者を含む精神保健

福祉領域の実践経験がある修士号をもつ 2名，精神保健福祉領域の大学院生 1名の合計 4名に

より，相互に確認して切片化とカテゴリ化を繰り返した．そのうえで，精神保健領域の学識経験

者と，10年以上の精神障害者支援経験がある精神保健福祉士に，スーパービジョンを受けた．ま

た，研究対象者に確認を行い，効果的援助要素の抽出と統合の承認を得ながら進めることで妥当

性の確保につとめた．
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4. 効果モデルの「効果的援助要素」

分析時に参照する効果モデルの効果的援助要素は，それらの内容に応じて以下で示す Aから F

の「領域」にグループ化して示される．

A領域（サービス提供体制）は，どのような人的資源でどのような組織を形成してプログラム

に取り組めばよいのかを表した．B領域（プログラムの標的集団へのサービス提供）は，対象者

や病院職員への広報・啓発活動などによる退院に向けた支援への動機付けを行う活動がまとめら

れた．C領域（利用者との関係づくりとプログラムの導入）は，退院への意向を示した対象者に早

期に関係づくりとアセスメントを行い，プログラムを導入する活動がまとめられた．D領域（入

院中に行う退院準備）は，プログラム対象となった利用者に対して入院中に行う退院に向けた取

り組みがまとめられた．E領域（退院支援についての目標設定）は，退院促進に関わる支援チーム

が，長期入院の実態や対象となるニーズのある人たちの状況，理念や目標に関する共通認識をも

つための活動がまとめられた．F領域（退院後の継続的な包括的地域生活支援体制の構築）は，退

院後の質の高い地域生活の実現のために必要となる，継続的な活動がまとめられた（大島 2012）．

各効果的援助要素は，その効果的援助要素を実施するために必要な，具体的な活動等の下位要

素がチェックボックス形式で記述された．効果モデルは，社会プログラムの有効性を評価し改

善させて社会システムに位置付けるプログラム評価の方法を用いて開発された（Rossi et al. =

2005）．そして，効果的援助要素は，効果モデルの適合尺度であるフィデリティ尺度（Bond et

al. 2000；大島 2010）の評価項目としても活用されている．

紙面の都合上，効果モデルの全体や効果的援助要素，および下位要素の詳細は，福祉実践プロ

グラムの改善の方法論を開発した研究プロジェクトの成果の一部を公開しているインターネット

サイト（大島 2012）に譲る．

5. 倫理的配慮

調査対象者には，研究の趣旨と目的に加え，面接は録音すること，個人や機関が特定される形

で公表しない旨を文書と口頭で説明し，書面で同意を得た．本研究は日本社会事業大学社会事業

研究所倫理審査の承認を得て実施した（課題番号：12-1102）．

III. 結果
対象の全 13病院から同意が得られた．また，6カ所から地域事業所の担当者の協力も得られ，

病院の担当者と地域事業所の担当者との同席で面接調査を行った．すべての面接協力者は 32名

であった（表 1）．

GP事例調査の結果，6つの効果的援助要素が新しく創設された．また，10の効果的援助要素

で下位要素が追記され，6 つの効果的援助要素で病院も行う活動として下位要素が統合された．

新たな効果的援助要素の名称は，研究対象者と意見交換を重ねたうえで変更している．

以下，領域ごとに新規，追記の詳細を記述する．統合の下位要素は，既に効果モデルに含まれ

ているものであり，主語（活動の主体）に病院も加わるものである．そのため，抽出された下

位要素をそれぞれの表で示すに留めた．発言からコード化した内容を「 」，それらをカテゴリ化

した下位要素を〈　〉，さらに，複数の下位要素から新たに効果的援助要素が創設された場合は

【　】で，それぞれ表した．なお，発話括弧の後ろに付した記号は，協力機関の IDと，その発言
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表 1 グッド・プラクティス事例調査の対象

に付した番号の組み合わせである．

1) A領域：サービス提供組織（表 2）

サービス提供組織に関する効果的援助要素で構成される A領域では，2つの効果的援助要素が

新たに創設され，2つの効果的援助要素で下位要素が追記された．

(1) 新しく創設された「効果的援助要素」

「自立支援協議会の成果物を病院内の職員に周知する機会がある」（J015），「多機関（地域資

源，警察，消防が参加することもある）が参加するネットワークがある．そこで退院者の相談が

できる」（D060）の語りから，〈自立支援協議会以外に関係機関が定期的に集う場がある〉や〈地

域事業所，病院，行政が参加する退院促進・地域定着支援の会議がある〉などの 3下位要素が抽

出された．それらの下位要素から【A-4．地域事業所，病院，行政を含めた重層的な連携組織】の

効果的援助要素が新たに創設された．

「クリニカルパスを使用していたが本人のペースにあわず（期日で区切ること）現在は使用せ

ず検討している」（A003）の語りから，〈地域連携パスの策定や見直しに当たり，コーディネー

ターが委員として参加する〉などの 2下位要素が抽出された．それらの要素から【A-9．地域連

携パスを用いた質の高いチーム体制の形成】の効果的援助要素が新たに創設された．

(2) 下位要素が追記された「効果的援助要素」

「地域事業所と病院内スタッフみんなが知っている（顔のみえる）関係があることでスムーズな

支援と良好な組織関係ができている」（A011）の語りから，〈相談支援事業所と病院のコーディ

ネーターや行政担当者の役割が明確となっている〉などの 4下位要素が抽出された．それらの下

位要素を，効果的援助要素【A-1．退院促進・地域定着支援プログラムを実施する有機的かつ一

体的な運営組織】に追記した．

「支援者同士が良好な顔のみえる関係によって本人の安心感へつながっている」(E095) や，

「チームリーダーが外部との連絡窓口となっていた」（A024）の語りから，〈プログラムを行うチー

ムが，利用者のために一体的な支援活動が行えるように調整する〉などの 6下位要素が抽出され

た．それらの下位要素を効果的援助要素【A-7．コーディネーターの配置と機能】に追記した．

2) B領域：プログラム対象者へのサービス提供（表 3）

(1) 新しく創設された「効果的援助要素」
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表 2 調査結果を反映させた A領域（サービス提供組織）の効果的援助要素一覧

「退院後に必要なスキルを作業療法士が個別で関わり訓練をとりいれてモチベーションを維持

した」（E029）や，「医師による動機付けが積極的に行われるように申し合わせが行われている」

（J030）の語りから，〈主治医，病棟看護師等病院サポーターから積極的にプログラムのアナウ

ンスを行っている〉などの 3 下位要素が抽出された．それらの下位要素から，効果的援助要素

【B-4．プログラムの積極的な活用とモチベーションサポート】が新たに創設された．

(2) 下位要素が追記された「効果的援助要素」

「機関同士で集団（グループワーク）を実施した時，個別給付以降でピアスタッフの活用をし

た」（N025）や「退院者が自由に入院者と面会ができることで当事者から情報提供をしてもら

う」（N028）の語りから，〈病棟グループにピアサポーターがゲスト講師として招待される〉な

どの 2下位要素が抽出された．それらの下位要素を効果的援助要素【B-3．退院経験のある当事

者（ピアサポーター）と入院患者との体験交流】に追記した．
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表 3 調査結果を反映させた B領域（プログラムの対象者へのサービス提供）の効果的援助要素一覧

3) C領域：利用者との関係づくりとプログラム導入・ケースマネジメントの開始（表 4）

(1) 新しく創設された「効果的援助要素」

「作業療法士にも院内だけでなく社会生活上の能力評価をしてもらい情報を共有している」

（E035）ことや，「各職種で誰が本人と関係ができているか動機づけするか話し合ってアプロー

チした」（A062）の語りから，〈利用者のアセスメントが多職種により行われチーム内で共有さ

れている〉などの 2下位要素が抽出された．それらの下位要素から，効果的援助要素【C-4．早

期退院にむけたアセスメントと情報共有】を新たに創設した．

(2) 下位要素が追記された「効果的援助要素」

「（利用者と）外出したりしながら関係づくりをして夢や希望を繰り返し聞きながら退院のニー

ズキャッチをする」（G141）の語りから，〈病院のコーディネーターが病棟に出向き，関心を示

す入院者と話をし，関係性を築く機会を持つ〉などの 3下位要素が抽出された．それらの下位要

素を，効果的援助要素【C-1．入院患者との積極的な関係作り】に追記した．

4) D領域：入院中に行う退院準備（表 5）

(1) 新しく創設された「効果的援助要素」

「退院が近い人たちで別グループを作り具体的な対策，WRAP（ラップ）などをとりいれた地

域生活の中で必要な援助希求行動などのスキルを，具体的な方法を取り入れたアプローチを行

う」（F090）や，「看護師が積極的に地域移行に関わって利用者自身の思いを吐き出せるような，

コミュニケーションを重視した SSTを実施している」（M037）の語りから，〈支援計画の目標に

沿ったリハビリテーションプログラムとして以下のものが用意されている（IMR｟疾病管理とリ

カバリー｠，CBT｟認知行動療法｠，SST｟社会生活技能訓練｠，WRAP｟元気回復プラン｠，心理

教育等）〉などの 3下位要素が抽出された．それらの下位要素から，効果的援助要素【D-2．リカ
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表 4 調査結果を反映させた C領域（利用者との関係づくりとプログラム導入・ケースマネジメントの開
始）の効果的援助要素一覧

バリーを目指したリハビリテーションプログラムの実施】を新たに創設した．

(2) 効果モデルに統合された「効果的援助要素」

「病院のアパートで体験をしてもらい評価する．先ずは宿泊体験してもらう」（C085）の語り

から，〈体験宿泊の評価が行われ支援者間で共有される〉などの 3下位要素が抽出された．それ

らの下位要素は，効果的援助要素【D-1．迅速な地域の社会資源の体験利用】に統合された．

5) E領域：退院促進及び地域移行支援について目標設定（表 6）

E 領域に関する新規，追記の要素はなかった．統合された効果的援助要素は表 6 のとおりで

あった．

6) F領域：退院後の継続的なチーム支援（表 7）

(1) 新しく創設された「効果的援助要素」

「退院の不安に対して退院後も病棟スタッフで辛抱強く対応した」（A102）や，「退院後外来者

は 24時間サポート」（A047）をしているなどの語りから，〈再入院の優先的受け入れ体制と不調

時の対応について病院内の周知がされている｟夜間，休日を問わず｠〉などの 2下位要素が抽出
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表 5 調査結果を反映させた D領域（入院中に行う退院準備）の効果的援助要素一覧

表 6 調査結果を反映させた E領域（サービス提供組織）の効果的援助要素一覧

された．それらの下位要素から，効果的援助要素【F-5．地域資源としての病院から提供される

サービス】が新たに創設された．

(2) 下位要素が追記された「効果的援助要素」

「地域に帰るための入院という意識づけ，医療の活用としての入院としている」（I100）との語

りから，〈再入院｟休息入院を含む｠が活用されることを関係者及び本人に理解をえる働きかけ

を行う〉など 3下位要素が抽出された．それらの下位要素は，効果的援助要素【F-3．再入院へ

の対応・フォローアップ】に追記された．
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表 7 調査結果を反映させた F領域（退院後の継続的なチーム支援）の効果的援助要素一覧

IV. 考察
本研究の結果，6つの効果的援助要素が新しく創設された．また，10の効果的援助要素で下位

要素が追記され，6つの効果的援助要素で病院も行う活動として下位要素が統合された．以下で

はまず，領域ごとに新たに抽出された効果的援助要素，および追記された下位要素を中心にその

解釈を行う．そのうえで，全体として改訂版の効果的援助要素の意義を考察する．

1. 改訂版の「効果的援助要素」における改善点

1) A領域：一体的組織として協働するチーム支援

効果モデルは，地域事業所が主体となるプログラムであり，病院や入院患者へ直接働きかける

には報酬上などの裏付けもなく，病院と地域事業所の連携の課題が生じていた．その状況におい

て，GP事例では，多機関の重層的な連携組織（新規 A-4）や地域連携パスを用いたチーム（新

規 A-9）が形成され，一体的な組織として協働するチームとなるために，定期的な勉強会・連絡

調整会議を開催するなどの工夫がされていた．また，各機関の担当者の役割が明確にされ（追記

A-1），全体を調整する機能を有するコーディネーターが配置されていた（追記 A-7）．

メンタルヘルスアクションプラン（World Health Organization=2014）では，長期入院か

ら地域ベースのメンタルヘルスサービスのネットワークにもとづく，組織的な転換の必要性が指

摘されている．またそのネットワークを活用しながら，病院と地域事業所の双方にコーディネー

トする実践の必要性が指摘されている（井上ら 2011）．長期入院者の退院支援に関する地域連携

パス導入は，創意工夫が必要との意見も出されている（古屋 2014；厚生労働省 2020）．これら
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のことから，本研究の知見は，長期入院の課題解決を推し進めるための多機関による一体的で協

働的な組織への改善につながるものと解釈できる．

以上より，本研究で新たに創設された効果的援助要素や追記された下位要素は，現在の「にも

包括」で設置が求められる協議の場のあり方を，具体的に示したものと考えられる．

2) B領域：退院に向けた意欲喚起の実践

効果モデルは，個別給付によりサービス利用の契約を前提とした支援となり，退院意欲を削が

れた長期入院患者に対して，地域事業所が支援を行うことが難しくなった．その状況において，

GP事例では，病院内の退院に向けたプログラムを組織的に構築し，退院意欲を喚起，維持する

工夫がされていた（新規 B-4）．また，そのプログラムの一部として，外部からピアサポーター

を招くことが位置付けられていた（追記 B-3）．

長期入院により退院意欲が削がれた患者に対して，地域事業所やピアサポーターと交流する機

会を設定することで，退院意欲の喚起が期待できる（田尾ら 2008）．

長期入院者の退院支援は，退院意欲の喚起が重要な課題であり（奥村 2002；関根 2010；石川

2011），病院内でも取り組みが検討されてきた．そこに地域事業所による実践を組み合わせるこ

とで，病院と地域事業所が協働して退院に対する不安への取り組みがより効果的に実践される．

「にも包括」は，ピアサポートの活用に係る事業を実施項目に掲げていることから，病院と地域

事業所が協働してピアサポートを積極的に活用していくことが，今後さらに導入されていくこと

が考えられる．本研究の知見は，その導入に向けた具体的支援内容を示したことは，効果モデル

の改善に加え，「にも包括」の推進につながるものと考えられる．

3) C領域：利用者のアセスメントと関係構築

効果モデルは，対象者が退院への関心を示したら早期に関係をつくり，プログラムを導入する

という制度モデルとの大きな違いがあり，かつそれが成果につながっていた．個別給付化以降

は，地域移行支援の利用を希望してから実際に地域事業所が介入できるまでに，数カ月を要して

いた．その状況において，GP事例では，病院内のチームで早期退院にむけた積極的な関係づく

りとアセスメント，その情報共有が行われていた（新規 C-4，追記 C-1）．アセスメントや関係

づくりにおいては，リカバリーやストレングスの視点を軸にしながら，地域の支援者やピアサ

ポーターと協働し，退院への不安を受け止めながらモチベーションのサポートを行っていた（追

記 C-2，C-3）．

退院したいという気持ちを持っても不安を抱く者も多い．また，時間が経つにつれてその意欲

の表出が難しくなることもある（高橋 2016）．退院意欲の喚起と同時に，早期に病院内でも退院

に向けた取り組みを導入することは重要であり，その際に，本人中心とした視点で利用者がどの

ような人生を歩んだ人かを知ることなど，その人の力に着目した病院の多職種によるアセスメン

トにより，医学モデルに偏らないことが重要であるとされる（中川・鈴木 2014）．これらのこと

から，本研究の知見は，本人中心の早期の関係づくりとアセスメントを，病院内からはじめ，地

域の支援者と協働しながらプログラムを導入していくという，効果モデルの改善につながるもの

と解釈できる．

4) D領域：病院で行う退院準備

効果モデルは，地域事業所による取り組みを中心としており，病院内での具体的な支援の展開

は含まれていなかった．本研究で明らかにされた，リカバリーを目指したリハビリテーションプ
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ログラムの実施（新規 D-2）や，住まいや家族への支援（追記 D-3，D-4）は，必ずしも病院と

地域事業所との協働を前提として語られたものではなかった．しかし，ここで加えられた取り組

みは，退院に有効である先行研究（水野編 2012）と合致するものである．そのため，効果モデ

ルにおける地域事業所の取り組みだけではなく，病院で何を行うことが，本プログラムのゴール

達成に有効であるのかの示唆をもたらしたことに，本知見の意義があると考える．

今後，これらの取り組みは，病院が地域事業所と協働して行うことが必要なのか，または，病

院が役割分担のなかで中心的に担うことが必要なのか，実施のあり方と効果との関連で検証する

ことが必要かもしれない．

5) E領域：具体的な「数値目標」の設定

E領域では，新しい効果的援助要素や下位要素は抽出されなかった．そこで，効果モデルの取

り組みに，病院も主語として統合された下位要素（統合 E-1，E-2）に注目して考察する．

効果モデルは，対象となる人がどのくらいいるのか，病院からの提示がなければ地域事業所な

どの関係者は全く知ることはできなかった．さらに，個別給付化が潜在的ニーズのある長期入院

患者の把握を難しくさせた．その状況において，GP事例では，実態や対象，取り組みの目標が

地域全体で共有されていた（統合 E-1，E-2）．

病院を含めた多機関の実践家が，その地域（キャッチメントエリア）における長期入院者の状

況を正確に把握し「数値目標」を明確にする必要があるとされる（小山ら 2011）．これらのこと

から，本研究の知見は，実態や対象，取り組みの目標を地域全体で共有することが，異なる機関

同士が理念を共有し，お互いに取り組む方向性を見失わずに実践を促進すると考えた効果モデル

の効果的援助要素や下位要素が，病院と地域事業所が協働して退院促進に取り組むうえでも必要

であることを示したと考えられる．

6) F領域：退院後継続した支援の必要性

効果モデルは，退院後も同じ支援者が継続して支援を行うことで，安定した地域生活の実現を

目指す，地域定着までの包括型ケアマネジメントを想定していた．個別給付化となり，地域移行

支援と地域定着支援は別々のサービスとなり，地域定着支援はより希薄な制度モデルとなってい

た．2018年から障害者総合支援法に自立生活援助事業が創設されたが，同様に分離されたサー

ビスの側面が強い．その状況において，GP事例では，退院後も地域事業所と病院が行ったこと

や利用者の状況等を，情報共有をしながら継続的にチーム支援を行っており（追記 F4），また，

再入院においても継続したかかわりができるような工夫がされていた（新規 F-5，追記 F-3）．

制度モデルがどのような体系であっても，病院と地域事業所が行うべき退院後の地域生活の安

定と継続を支援するうえで，長期入院を経験した精神障害者の特性から，必要な医療と生活の双

方を包括的に展開できるチーム支援は重要と考えられる（古屋 2015）．

2. 改訂された「効果的援助要素」の意義

効果モデルは，個別給付化の影響でプログラム導入部分に対する活動が制約を受けるという課

題があった．また，精神障害の特性を踏まえると，長期入院者の安定した生活の実現という目的

は，地域事業所だけではなく，医療と福祉の双方で認識され活動する必要がある．そのため，病

院と地域事業所が協働して実践している GP事例から，一体的なチームとして，包括的なケアマ

ネジメントを具体的にどう実践すればよいかを，効果的援助要素として可視化したことに本研究
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の意義がある．

これまでも，病院と地域事業所との連携協働の課題が検討されてきた（栄 2010）．有機的な多

機関連携のために，病院と地域事業所のコーディネーターとなる実践家同士が，協働して所属組

織を超えたチームを作ることが必要となる（Lindberg=2003）．「にも包括」のシステムは病院

と地域事業所の協働した取り組みを推し進めるために示されたが，本研究で明らかにした効果的

援助要素のような，具体的な取り組みを必ずしも明示していない．地域における支援体制構築が

難航していることが，医療保護入院者の入院長期化の要因の一つと指摘されているように（厚生

労働省 2025b），未だ長期入院の課題が解消されないなか，古いデータに基づくものとはいえ，

本研究の知見は GP事例に基づき，自分たちがどのようなチームを形成して，どのように効果的

な実践をすればよいかを具体的に示したことに意義があると考えられる．今後，効果的援助要素

の実施とアウトカムとの関連を検証することで，「にも包括」のプロラグムの評価・改善にもつな

がるだろう．

3. 本研究の限界と今後の課題

本研究では，2012～2013年までの制度的な裏付けがないなかで，病院と地域事業所とが協働

して長期入院の課題に取り組んでいるところを GP事例として取り上げ，帰納的に効果的援助要

素を明らかにした．古いデータに基づく分析であることや，これらの効果的援助要素の取り組み

とアウトカムとの関連を検証していないことは，本研究の限界である．

しかし，本研究における GP事例 13病院のうち 7病院は，効果モデルの効果検証研究の対象

となった地域事業所と協働していたところである．GP事例は病院と地域事業所が退院促進支援

事業時より，地域課題として長期入院の地域移行を効果的に推進するために，A領域で示したよ

うな協議の場を設けていた．そのため，本研究で「にも包括」の現状に即して分析し得られた効

果的援助要素に関する知見は，「にも包括」が目指す重層的な実践やアウトカムと関連している

かもしれない．

また，抽出された効果的援助要素や下位要素に表される具体的な活動は，調査時点では制度的

な裏付けのない取り組みが多く，実践現場では負担になっていた可能性がある．しかし「にも包

括」により，長期入院の課題に関係者等の協働した取り組みが位置付けられたことは，本研究の

知見を具現化するうえでの後押しとなることが期待される．

以上のように，本研究はいくらかの課題を有するが，今日的にも意義ある知見を示すことがで

きたと考える．今後，効果的援助要素の実践がアウトカムを予測するものであるのかを，介入研

究により検証することが求められる．また，現在の枠組みにおける GP事例を対象とした調査研

究等により，より今日的な長期入院にまつわる課題にも対応できるプログラムへ形成していく取

り組みが求められよう．

V. 結論
本研究は，病院が地域事業所と協働した退院促進の取り組みを行う GP 事例に対する調査よ

り，6つの新たな効果的援助要素と，10の新たな下位要素が追記された効果的援助要素，効果モ

デルの下位要素が病院も主語となって統合された効果的援助要素が抽出された．これらは，現在

の「にも包括」が目指す，病院，地域事業所などが一体的なチームとして協働した具体的な支援
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の在り方を示すものと考えられる．
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Examination of “Critical Components” to Form
the Transition and Settlement Support Program Model

for Long-Stay People with Mental Illnesses, Designed for
Integration of the Practices of Psychiatric Hospitals and

Community Support Organizations :
The Analyses of the Good Hospital Practices

Satoshi TAKANO, Iwao OSHIMA, Nobuyuki NIEKAWA,
Ayano NAKAGOSHI

This study aimed to generate critical components inductively to revise the “Discharge
Promotion Program”, which was developed to address the issue of long-term psychiatric
hospitalization in Japan and operated by community support organizations, into a col-
laborative program model that also incorporates the efforts of psychiatric hospitals. We
conducted semi-structured interviews with 32 people involved in discharge program at
13 psychiatric hospitals nationwide that were selected as good practices. Data were
analyzed with content analysis. Results showed that six critical components were
newly generated in the existing program, sub-components were added to the 10 critical
components, and sub-components were integrated as activities that psychiatric hospi-
tals also carry out in the six critical components. The findings seemed to suggest spe-
cific strategies promoting the multilayered, collaborative practices among stakeholders
within a “Comprehensive Community Care System for People with Mental Illnesses.”

Key Words: People with mental illnesses, Long-term psychiatric hospitalization,
Discharge promotion, Good practices, Critical component
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